無料低額老健施設利用事業指導監査資料

	（フリガナ）

施　設　名
	
	TEL　　　　　　　　　

	
	
	FAX　　

	施設の

所在地
	　〒

	施設長名
	
	事業開始

年月日
	

	設置者の

名　　称
	（TEL　　　　　　　　　　　　　　）
	代表者

氏　名
	

	設置者の

住　　所
	　〒


· 資料記入要領

· 「事業基準の確認事項」に記載された基準１～５について記載してください。（様式自由）

· 特に指定のあるもの以外は、指導監査実施日の属する年度の状況で記載してください。

· 事業基準への適合性を示す資料がある場合は、資料添付により記載に代えて構いません。

· 添付書類

１　定款、約款、その他団体の概要、事業開始趣旨が分かるもの

２　事業実績（別添様式使用）

３　減免規程

４　サービス内容等を記載した利用者に交付する文書

５　施設案内図

６　施設平面図等

７　広告書類（ある場合のみ）

８　その他参考になるもの

事業基準の確認事項
	１　生計困難者を対象とする費用の減免方法を定めて、これを明示すること。


· 減免方法を定めたもの（規程等）及び明示方法について、示してください。

· 減免等の規程、減免申請書様式等を添付してください。

	２　利用料は、周辺の介護老人保健施設と比べて入所者等に対し、過重な負担とならない水準のものであること。


· 施設利用料一覧、他施設との比較ができる書類等を添付してください。

	３　生活保護法による保護を受けている者及び無料又は介護保健施設サービスに要した費用（介護保険法第48条第１項に規定する施設介護サービス費の支給の対象となる費用及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第79条に規定する費用の合計額とする。）の10％以上の減免を受けた入所者の総延数の10％以上であること。


· 別紙様式「（基準３）１年間の実績」を使用し、昨年度から1年間の延人数により算定してください。

· 年度途中から事業を開始した場合は、事業開始月が属する月から月単位で記載してください。

	４　通所介護事業又は通所リハビリテーション事業を実施すること。


・ 実施計画及び実施体制が分かる書類を添付してください。

	５　家族相談室又は家族介護室を設け、家族や地域住民に対する相談指導を実施するための相談員を設置すること。


・ 相談員の配置状況等について記載してください。（勤務形態、従事人数、使用する施設又は部　　　屋等）
○ 参考

　無料低額老健事業の基準

· 社会福祉法第二条第三項に規定する生計困難者に対して無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設を利用させる事業について（平成13年7月23日　社援発1277号/老発第275号）
